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２０２3年 10月 11 日 

１． インフレ削減法（IRA）に基づく EV補助プログラムについて 

バイデン政権は、中間層の拡大、インフラ強化、製造業の国内回帰に資する政策を「バイデノミクス」と

定義し、インフラ投資雇用法（2022年 11 月 15 日成立）やCHIPS（Creating Helpful Incentives 

to Produce Semiconductors and Science Act）および化学（CHIPS プラス）法（2022年 8月

9日成立）、インフレ削減法（IRA。2022年 8月 16日成立）といった法案を制定、各種政策を推進して

いる。特に産業政策については、半導体、バッテリー、電気自動車、クリーンエネルギーの国内生産に的

を絞った投資を行うこととしているが、これは、サプライチェーンや主要製品が安価な労働力を求めて中

国やアジアなどの海外に移転したことで、米国の経済・安全保障の面における脅威・脆弱性が高まってい

るとの懸念も背景にあると言われている。以下では、自動車産業への影響が大きいIRAに基づくEV補

助プログラムについて解説したい。 

(1) IRAに基づく EV補助プログラムの概要 

2022 年 8 月に成立したインフレ削減法（IRA）では、エネルギー安全保障・気候変動対策に約

3,690 億ドルの歳出規模（10 年間）が見込まれている。その一部であるクリーン自動車（Clean 

Vehicle）に関する補助プログラムは、図表１の(1)の購入者要件、(2)車両価格要件、(3)最終組立

地要件を満たす場合において、(4)のバッテリー部品要件と(5)の重要鉱物要件を充足する場合にそ

れぞれ 3,750 ドル、合計で最大 7,500 ドルの税額控除を受けることができるものである。2023 年

4月 18日以降の対象車両は 22 モデルで全て米国メーカーとなっている（GM：6 フォード：8 ステラ

ンティス：3 テスラ：5）。 
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